
様式１（主な取組）

【 098-866-2280 】担当部課
【連絡先】 農林水産部営農支援課 関連URL ―

　意欲ある就農希望者を育成・確保するため、就農
相談等に対応する人材の配置や研修受入体制を強
化するとともに、認定新規就農者に対する経営発展
のための農業用機械・施設等の支援を実施し、新
規就農者の増大を図る。

県,市町村,農協等

就農相談会等、就農相談窓口を通した、新規就農者等への資金交付や農業用施設等の初期投資等の
支援

新規就農相談会の開催回数（累計）

２回 ２回（４回） ２回（６回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 担い手の育成・確保支援 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・就業希望者等に対して施設・技術・資金等の経営に必要な資源を効果的に支援し、就業相談から定着まで一貫した就業支援等を推進するととも
に、普及組織とJA等の関係団体が連携し、意欲ある担い手に対しては、経営の法人化、規模拡大、就労環境改善等に関する経営相談・経営診断等
の支援体制の構築やフォローアップ体制の強化等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり

施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○新規就業者の確保及び担い手のフォローアップ体制の強化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

大幅遅れ

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　新規就農者の定着に向けたスタートアップのた
めの農業機械等の初期投資支援や資金の交付等に
より、中長期的な一貫した支援を実施したこと
で、特に経営基盤の弱い新規就農者の就農促進が
図られた。

18回 20回 1回 ２回 50.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　【就農準備資金】新規就農希望の研修者に対する資金の交付
（20人）

【経営開始資金】新規就農者に対する資金の交付（83人）

　【就農準備資金】新規就農希望の研修者に対する資金の交付
（50人）

【経営開始資金】新規就農者に対する資金の交付（191人）

活動指標名
新規就農相談会の開催回数（累
計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 補助 127,011 各省計上 補助 365,193

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　新規就農者等に対し就農相談から就農定着まで一貫した支援
を実施。主な取組：機械・施設等の導入支援（20人）、就農相
談員の配置の推進（２地区）

　新規就農者等に対し就農相談から就農定着まで一貫した支援
を実施。主な取組：機械・施設等の導入支援（25人）、就農相
談員の配置の推進（３地区）

予算事業名 新規畑人資金支援事業 予算事業名 新規畑人資金支援事業

実施方法 当初予算額

各省計上 補助 99,382 各省計上 補助 138,585

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 新規就農者支援事業 予算事業名 新規就農者支援事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　コロナ禍から景気回復に向けた動きが活発化する中で、有
効求人倍率が激減し、ほか産業との引き合いが強くなったこ
とで新規就農者が減少している。 ② 連携の強化・改善

　就農準備資金や営農技術を獲得しつつ、農地の暖簾分けに
よる独立就農が期待できる、雇用就農（法人就職）を推進す
る。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

③ 他地域等との比較
(内部要因)

　青年層の独立自営就農者の大幅な減少においては、特に非
農家出身者に対し、貸付られる農地の不足した状態が大きな
足かせになっていると考えられる。 ② 連携の強化・改善

　先進農家研修や独立志向の雇用従事者等、就農に向けて意
欲的に取り組んでいる者に対する農地確保を支援する。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　新規就農者支援事業および新規畑人（はるさー）資金支援事業等において支援を実施し、300人／年の新規就農者の育成・確保を目標に取り組んだ。就農相談から就農定着ま
での一貫した支援体制のもとで、就農希望者等に対する就農相談体制の充実、初期投資の支援並びに資金の交付等を行った結果、計画値3,000人を超える新規就農者の育成・確
保につながった。

令和4年度の取組改善案 反映状況

　
・就農準備資金や営農技術を獲得しつつ、農地の暖簾分けによる独立就農が期待でき
る雇用就農（法人就職）の推進。

・新規就農相談センターにおいて無料職業紹介所の運用を開始し雇用就農の促進を図っ
た。
・沖縄県農業法人協会と連携し、沖縄県立農業大学校生を対象に就農トライアル相談会を
開催し、雇用関係のマッチング（紹介、意見交換）を図った。



様式１（主な取組）

【 098-866-2280 】担当部課
【連絡先】 農林水産部営農支援課 関連URL ―

　経営改善を図ろうとする農家及び産地に対し、
個々の経営課題に応じたコンサルテーションを実施
し、競争力の強い経営体を育成する。

県

経営診断分析等の実施支援

コンサルテーション支援農家数（累計）

50件 50件（100件） 50件（150件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 農業経営改善総合指導事業 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・就業希望者等に対して施設・技術・資金等の経営に必要な資源を効果的に支援し、就業相談から定着まで一貫した就業支援等を推進するととも
に、普及組織とJA等の関係団体が連携し、意欲ある担い手に対しては、経営の法人化、規模拡大、就労環境改善等に関する経営相談・経営診断等
の支援体制の構築やフォローアップ体制の強化等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり

施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○新規就業者の確保及び担い手のフォローアップ体制の強化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　経営体育成支援会議を開催し、役割分担を明確
化し、支援体制の確認する。農家に対しカウンセ
リングを実施し、個別の課題を抽出した。経営体
および産地へのコンサルテーションを実施し、経
営改善を支援する。

70件 57件 52件 50件 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　・経営体育成支援会議の開催

・資質向上講習会の開催

・農家へのカウンセリングやコンサルテーションの実施

　・経営体育成支援会議の開催

・資質向上講習会の開催

・農家へのカウンセリングやコンサルテーションの実施

活動指標名
コンサルテーション支援農家数
（累計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 4,036 5,837 県単等 直接実施 8,225

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 農業経営改善総合指導活動事業 予算事業名 農業経営改善総合指導活動事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　国の担い手育成・確保支援策は変化がめまぐるしく、就農
相談数が多い中、相談内容も多様な内容となっており、相談
対応にあたる普及指導員は、さらなる資質の向上が求められ
ている。

⑥ 変化に対応した取
組の改善

　農業経営に係る指導力向上を図るため、普及指導員に対し
資質向上研修を実施する。

　また、優れた農業経営体を育成するため、経営体育成支援
会議、農家のカウンセリング、資質向上講習会等を実施す
る。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　経営体育成支援のための検討会（6回）、カウンセリング活動の実施（52経営体）、コンサルテーション活動の実施（52件）、資質向上講習会の開催（35回）を実施し、認定
農業者163人を育成できた。

令和4年度の取組改善案 反映状況

・農業経営に係る指導能力向上や各種施策、制度等の周知を図るため、普及指導員に
対し資質向上研修を実施する。

・優れた農業経営体を育成するため、今後も市町村等の関係機関と連携し、経営体育
成支援会議の開催、コンサルテーションや個別農家のカウンセリング、資質向上講習
会を実施する。

・高度な技術や経営能力を有する担い手の要求に普及事業が的確に対応するため、普及指
導員の農業経営支援能力および革新的技術への適応能力の向上を図るための研修を実施し
た。

・市町村等の関係機関と連携し、普及指導員による農家に対する個別指導の実施並びに資
質向上講習会等の開催により、農家の経営管理能力の向上、認定農業者の育成および産地
の課題解決や活性化等につながった。



様式１（主な取組）

【 098-866-2300 】担当部課
【連絡先】 農林水産部水産課 関連URL －

　持続可能な漁業の振興と漁村の活性化を図るた
め、担い手を確保し、儲かる漁業による経営安定化
を強化していく。

国,県,漁協等

漁業就業支援フェアの開催

開催件数（累計）

１件 １件（２件） １件（３件）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 新規漁業就業者の確保・育成支援 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・就業希望者等に対して施設・技術・資金等の経営に必要な資源を効果的に支援し、就業相談から定着まで一貫した就業支援等を推進するととも
に、普及組織とJA等の関係団体が連携し、意欲ある担い手に対しては、経営の法人化、規模拡大、就労環境改善等に関する経営相談・経営診断等
の支援体制の構築やフォローアップ体制の強化等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり

施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○新規就業者の確保及び担い手のフォローアップ体制の強化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　27名の来場者に説明会を行うことにより、水産業への理解や興味を深めることができた。

令和4年度の取組改善案 反映状況

・就業の定着や漁家経営の安定化を実証する手段を明確にする必要がある。

・新たな担い手支援事業を計画する。

・実際の現場で働いている漁師から聞き取りを行い、新規就業支援に対する意見や要望の
追加調査を行い蓄積している。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　本県漁業の振興を図るため、意欲的な新規就漁
希望者に情報の場を提供し、担い手の確保に結び
付ける。― ― 1件 １件 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　・育成支援協議会の会員として新規就業希望者のマッチング
を支援した。


　・沖縄県地域漁業担い手確保・育成支援協議会の会員として
新規就業希望者のマッチングを支援する。

活動指標名 開催件数（累計） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 補助 国直轄 補助

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 経営体育成総合支援事業 予算事業名 経営体育成総合支援事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑦ その他(改善余地
の検証等)

　新規就業者を支援するうえで、どこの要因が離職率に大き
く影響しているか明らかにしていく必要がある。

① 執行体制の改善

　効果的に事業を実施するため教育機関や現場の漁師等から
聞き取りを行い新たな担い手支援事業を実施する。



様式１（主な取組）

【 098-866-2266 】担当部課
【連絡先】 農林水産部園芸振興課 関連URL －

　本土農業との格差是正及び沖縄農業の持続的な
発展を図るため、農業経営の規模拡大や多角化・
複合化等に取り組む際に必要となる生産施設・加工
施設等の整備に対する支援を行うことにより、担い
手の育成・確保を図る。

県,市町村,農協等

生産・流通・加工施設等の整備支援及び施設等整備後のフォローアップ体制の整備

生産・流通・加工施設等の整備地区数（累計）

５地区 ５地区（10地区） ５地区（15地区）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 地域農業経営支援対策及び支援体制整備 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・就業希望者等に対して施設・技術・資金等の経営に必要な資源を効果的に支援し、就業相談から定着まで一貫した就業支援等を推進するととも
に、普及組織とJA等の関係団体が連携し、意欲ある担い手に対しては、経営の法人化、規模拡大、就労環境改善等に関する経営相談・経営診断等
の支援体制の構築やフォローアップ体制の強化等に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり

施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○新規就業者の確保及び担い手のフォローアップ体制の強化



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

やや遅れ

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　３市町村３地区５事業の整備支援

　集出荷施設:糸満市）

　温室:宜野座村、糸満市、石垣市

　農業用機械（ハーベスター等）:石垣市

　育苗施設：糸満市

　※糸満市は施設＋育苗施設で１事業

4地区 5地区 3地区 ５地区 60.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　意欲ある多様な経営体に対し、生産・流通・加工施設等の整
備に要する経費を支援した（３地区）。

　意欲ある多様な経営体に対し、生産・流通・加工施設等の整
備に要する経費を支援する。

活動指標名
生産・流通・加工施設等の整備地
区数（累計）

R4年度

進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 補助 254,439 527,967 各省計上 補助 584,683

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 地域農業経営支援整備事業 予算事業名 地域農業経営支援整備事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　意欲ある経営体の把握および事業計画策定の早期樹立に向
けた支援を実施

② 連携の強化・改善

　事業実施主体との計画ヒアリング実施時期の前進化や計画
策定に必要な調整の頻度を増やすことで事業計画の早期策定
につなげる。

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　鋼材や農業資材の急速な価格上昇による事業計画への影響

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　整備に要する資材（鋼材や農業用資材等）の価格変動を引
き続き注視するとともに、関係機関への情報交換を密に行
い、早期の事業計画策定に向けた助言を行う。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

① 県の制度、執行体
制(内部要因)

　意欲ある経営体の把握および事業計画策定の早期樹立に向
けた支援を実施

① 執行体制の改善

　   事業説明会や要望調査の実施時期を年度の早い時期から
取り組むことで、意欲ある経営体を早期に把握し、早期の事
業計画策定につなげる。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　令和４年度は、３地区５事業において整備に要する経費を支援しており、進捗は「やや遅れ」である。生産・流通・加工施設等整備の支援を効率的に実施することにより、よ
り効果的な担い手の確保・育成に繋がった。一方でウクライナ情勢に端を発する急速な物価高騰の影響で、事業採択基準である投資効率が採択基準に満たない事案が続出したこ
とから、本指標の進捗に大きな影響を及ぼした。

令和4年度の取組改善案 反映状況

・引き続き、事業実施前年度に意欲ある経営体の掘り起こしや事業計画のきめ細かい
把握に努め、実施年度の早期に事業着手することにより、効果的な支援を行う。

・令和５年度事業実施のための事業計画作成、申請事務確認等を令和４年度に前倒し、可
能な限り速やかに事業着手できるように努めたが、急速な物価高騰の影響による事業計画
策定に大幅な遅延や当初予定していた事業地区の辞退も複数発生した。



様式１（主な取組）

【 098-866-2280 】担当部課
【連絡先】 農林水産部営農支援課 関連URL https://www.pref.okinawa.jp/site/norin/nodai/index.html

　農業大学校において、次代の農業および農村社
会を担う経営感覚の優れた農業者を育成する。

県

次代の農業及び農村社会を担う優れた農業者の養成を実施

県立農業大学校卒業生就農率

70％ 71％ 72％

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 次代の農業者育成 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・農業大学校や農林・水産科が設置されている高等学校等において、実践的な専門研修やスマート農林水産技術等のカリキュラムの充実・強化を
図り、経営感覚に優れた将来の担い手の育成・確保に取り組みます。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり
施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○将来の担い手の育成・確保



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　計画を達成でき、順調だと判断した。就農コーディネーター等による支援対策や、外部評価制度導入による教育内容改善の取り組みが功を奏したと考えられる。また、農業法
人等連絡協議会と連携し、農大生との会社説明会を行うなど法人雇用就農への啓発を実施。

令和4年度の取組改善案 反映状況

・就農コーディネーターに農大担当者を設定し、継続的に学生を就農支援する。

・令和2年度に実施した外部評価の結果をもとに、教育内容・就農支援・学校運営の
改善を着実にい実行していく。

また、農業法人等連絡協議会と連携し、農大生との会社説明会を行うなど法人雇用就
農への啓発を実施することにより法人とのマッチングが強化され、雇用就農を促進す
る。

・就農コーディネーターに農大担当者を設定したことから、学生と法人とのマッチングが
強化され、雇用就農する学生が増加した。



・外部評価が反映され、より学生の希望を取り入れた派遣実習やプロジェクト実習が行わ
れた。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B
　就農コーディネーターによる就農相談や就農に
関する計画書の作成支援、農業法人等連絡協議会
と連携した会社説明会を実施。また、外部評価制
度を活用し、カリキュラムの改善につながる提言
を積極的に反映した。

81.1％ 73.7％ 75.6％ 70％ 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　・学生の円滑な就農のための支援強化

・就農コーディネーターによる就農相談

・就農に関する計画書の作成支援

　・学生の円滑な就農のための支援強化

・就農コーディネーターによる就農相談

・就農に関する計画書の作成支援

活動指標名 県立農業大学校卒業生就農率 R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 67,782 66,985 県単等 直接実施 80,514

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 運営費（農業大学校） 予算事業名 運営費（農業大学校）



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　・引き続き、就農コーディネーターに農大担当者を設定
し、継続的に学生を就農支援する。

・外部評価および内部評価を毎年実施し、その結果を効率的
な学校運営につなげていく必要がある。

② 連携の強化・改善

　就農コーディネーターに農大担当者を設定し、継続的に学
生を就農支援する。また、令和２年度に実施した外部評価の
結果をもとに、教育内容・就農支援・学校運営の改善を着実
に実行していく。



様式１（主な取組）

【 098-866-2280 】担当部課
【連絡先】 農林水産部営農支援課 関連URL －

　将来農業を志す多様な人材を創出するため、就農
希望者や次世代農家となりうる者を対象に、就農前
における啓発活動や総合的な支援活動を行うこと
で、新規就農者の育成・確保を図る。

県

農業技術指導、情報提供等による総合的な農業担い手の育成支援

指導農業士等の認定数（累計）

15人（738人） 15人（753人） 15人（768人）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 新農業人材育成確保対策事業 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・青年層や女性層、農業以外からの新規参入者、障害者など、幅広い層からの農業参画や農福連携を積極的に推進し、雇用就農の受け皿となる農
業法人への支援や地域と連携した農業分野への農地貸借による法人の参画等を通して、これらの人材が活動しやすい受入環境の整備に取り組みま
す。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり
施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○幅広い層からの農業参画の推進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　地区協議会の連携と親睦並びに農業士等の資質
向上を図りながら、先進的農業経営の実現及び農
村青少年の育成活動を積極的に推進した。199人 195人 16人 15人（738人） 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　新規就農講座（基礎・専門）５地区計69回（711人）

新規就農相談525件（新規就農相談センター 299件）

指導農業士等の認定16名

　新規就農講座（基礎・専門）５地区

新規就農相談（５地区、新規就農相談センター）

指導農業士等の認定

活動指標名 指導農業士等の認定数（累計） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 9,999 9,389 県単等 直接実施 12,079

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 新農業人材育成確保対策事業





新農業人材育成確保対策事業















 予算事業名 新農業人材育成確保対策事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）

⑤ 県民ニーズの変化
(外部環境の変化)

　・一方では、帰農者を含む中高年者や他業種からの農業へ
の新規参入等による就農が増加傾向にある。

② 連携の強化・改善

　・農業大学校や普及指導機関における新規就農講座等を実
施し技術・経営の知識向上を図る。産地リーダーとして活躍
する指導農業士等の技術指導や研修受入等を支援し新規就農
者の安定的な定着を図る。

３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

④ 社会・経済情勢の
変化(外部環境の変
化)

　・高齢化が進む中で、基幹的農業従事者数は年間1,000人の
割合で減少し、特に若い世代の農家割合が減少している。

② 連携の強化・改善

　・就農希望者や次世代の農業を担う者を対象に、就農前に
おける啓発活動や総合的な支援活動を行うことで、新規就農
者の育成・確保を図り、農村地域の人口維持、活性化、農業
生産の拡大に寄与することが可能。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　新規就農者や就農希望者に対する就農相談活動や、農業に関する基礎知識及び技術等の各種研修会を実施し、300人／年の新規就農者の育成・確保を目標に取り組んだ。関係
機関と連携し、技術・経営の指導強化を図った結果、計画値3,000人を超える新規就農者の育成・確保につながった。また、令和４年度は農業士等を16人認定するとともに、就
農アドバイサー研修会等を通じ、農業士個々の資質向上等の組織活性化を図った。

令和4年度の取組改善案 反映状況

・県内５地区で農でグッジョブ推進会議や運営会議を開催し、地域営農の合意形成の
もとに、幅広い人材を誘導していくための総合的な受入体制を整備する。

・新規就農者や青年農業者育成及び確保の基本方針や対策等を協議し、管轄市町村合意の
もとに、次世代農家となりうる人材を誘導していくための運営体制が図られた。また、農
業士等の資質向上を図るため、就農アドバイサー研修会の実施に取り組んだ。各地区活動
において資質向上研修会等を実施し、農業士等の育成に取り組んだ。



様式１（主な取組）

【 098-866-2280 】担当部課
【連絡先】 農林水産部営農支援課 関連URL －

　女性農業者の経営参画支援、リーダー育成及び
起業支援等における調査研究を実施する。

県

女性農業士等、女性リーダーの育成

女性農業士の認定数（累計）

１人（68人） １人（69人） １人（70人）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 農漁村指導強化事業 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・青年層や女性層、農業以外からの新規参入者、障害者など、幅広い層からの農業参画や農福連携を積極的に推進し、雇用就農の受け皿となる農
業法人への支援や地域と連携した農業分野への農地貸借による法人の参画等を通して、これらの人材が活動しやすい受入環境の整備に取り組みま
す。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり
施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○幅広い層からの農業参画の推進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　家族経営協定の推進、女性農業者の研修会等へ
の派遣、農山漁村女性活躍表彰事業への女性農業
者の推薦、女性リーダー育成を図った。65人 65人 3人 １人（68人） 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　・家族経営協定締結の推進

・女性農業士の認定

・農山漁村女性活躍表彰事業への推薦

・女性農業者のリーダー育成

　・家族経営協定締結の推進

・女性農業士の認定

・農山漁村女性活躍表彰事業への推薦

・女性農業者のリーダー育成

活動指標名 女性農業士の認定数（累計） R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 直接実施 363 475 県単等 直接実施 3,984

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 農漁村指導強化事業費 予算事業名 農漁村指導強化事業費



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

⑤ 県民ニーズの変化
(外部環境の変化)

　女性農業従事者数は全体の約４割となっており、女性リー
ダーとなる人材の候補者はいるものの、女性農業士認定の趣
旨等が候補者に十分理解を得られていない状況がある。

⑤ 情報発信等の強
化・改善

　各普及機関、市町村、関係機関・団体等へのセミナー、研
修会等の情報提供および女性農業者の交流の場を増やし、そ
の都度、女性農業士認定の周知することで、女性農業士の育
成・確保に努める必要がある。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　家族経営協定を推進し、家族農業経営における役割分担の明確化や効率化、やりがいある農業経営に寄与できた。

  各地区に女性リーダーとして担う候補者はいるものの、女性農業士認定の趣旨等が候補者に十分理解を得られていないため、目標には届かなかったが、順調に育成数は伸びて
いる。

令和4年度の取組改善案 反映状況

　女性農業者を対象としたセミナーや研修会等の情報提供や積極的に女性農業者どう
しの交流の場を提供し、引き続き、女性農業士の役割等の周知に取り組んでいく。

・女性農業者を対象としたセミナーや研修会等の情報提供をし、女性農業者交流会への参
加を促した。

・各普及機関、市町村そのほかの関係機関・団体への周知徹底を図り、女性リーダーとな
る人材の育成と発掘に取り組み、女性農業士の役割等の周知ができた。



様式１（主な取組）

【 098-866-2263 】担当部課
【連絡先】 農林水産部村づくり計画課 関連URL －

　農福連携の周知を図る講演会の実施や、農福連
携を円滑に実施するため、関係機関と連携したマッ
チング体制のモデル構築を図る。

県

普及啓発、人材育成等に向けた
課題整理

農林漁業者向けの普及啓発、定着に向けた専門人材の育成

農福連携の普及に向けた説明会の開催数（累計）

１回 １回（２回） １回（３回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 農福連携の推進 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・青年層や女性層、農業以外からの新規参入者、障害者など、幅広い層からの農業参画や農福連携を積極的に推進し、雇用就農の受け皿となる農
業法人への支援や地域と連携した農業分野への農地貸借による法人の参画等を通して、これらの人材が活動しやすい受入環境の整備に取り組みま
す。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり
施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○幅広い層からの農業参画の推進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

 (２)これまでの改善案の反映状況

順調

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　農福連携推進シンポジウムの開催や、農業者と福祉事業所のマッチング実証により、農業者および関係機関へ農福連携について広く周知でき、取組は順調である。

令和4年度の取組改善案 反映状況

－

・農福連携の普及啓発を図る講演会や、福祉事業所のほ場視察および農業者ほ場での農作
業実習などのマッチングの取組を４市町村で行った。



・県内における農福連携を推進するため、関係機関で検討した。

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　農福連携を推進するため、その周知を図る講演
会の実施や、農福連携を円滑に実施していくため
のマッチング体制モデルの構築を図る。-回 -回 3回 １回 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　農福連携推進シンポジウムの実施や、４市町村で農業者と福
祉事業者等とのマッチングの取組について検証した。

　農福連携技術支援者育成研修会による人材育成や、農福連携
講演会および農業者と福祉事業者等とのマッチングの取組につ
いて検証する。

活動指標名
農福連携の普及に向けた説明会の
開催数（累計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

県単等 委託 3,400 4,289 県単等 委託 3,489

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 農福連携マッチング体制モデル構築事業 予算事業名 農福連携専門人材育成・普及啓発推進事業



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

② 他の実施主体の状
況(内部要因)

　農福連携の推進において、農業者と福祉側に対し、具体的
にアドバイスする人材の育成が必要である。

② 連携の強化・改善

　農林水産省認定の農福連携技術支援者研修の実施により、
専門人材の育成を図る。



様式１（主な取組）

【 098-866-2257 】担当部課
【連絡先】 農林水産部農政経済課 関連URL
https://www.pref.okinawa.jp/site/norin/nosei/keiei/kikou/nou

tikanrikikou.html

　（公財）沖縄県農業振興公社を農地の中間的受け
皿である農地中間管理機構に指定し、地域内の分
散・錯ほした農地をまとまった形で担い手へ貸付け
ることで、農地集積・集約化を推進する。

県,沖縄県農業振興公
社,市町村,農協

農地中間管理事業による農地集積を通じた認定農業者等の担い手の育成

農地中間管理機構における借受および貸付に係る審査会開催数（累計）

10回 10回（20回） 10回（30回）

１　取組の概要（Plan）

主な取組（アクティビティ）
実施
主体

年度別計画

活動指標（アウトプット）

R4 R5 R6

主な取組 農地中間管理機構事業 対応する成果指標 新規就農者・新規漁業就業者数（累計）

施策の方向
・青年層や女性層、農業以外からの新規参入者、障害者など、幅広い層からの農業参画や農福連携を積極的に推進し、雇用就農の受け皿となる農
業法人への支援や地域と連携した農業分野への農地貸借による法人の参画等を通して、これらの人材が活動しやすい受入環境の整備に取り組みま
す。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(5)-イ 産業を担う人づくり
施 策 ②農林水産業を支える多様な担い手の育成・確保

施策の小項目名 ○幅広い層からの農業参画の推進



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 （単位：千円）

活動概要

順調

R3年度 実績値(A) 目標値(B)
達成割合

A/B 　借受および貸付にかかる審査会を12回開催し、
R4年度は117.2haの農地を借り受けて、156.8haの
農地を貸し付けた。12回 12回 12回 10回 100.0%

令和4年度活動内容 令和5年度活動計画

　担い手の農業経営の効率化を目的に、農地の中間的受け皿と
なる農地中間管理機構が離農者等から農地を借受けて、認定農
業者等へ貸付けを行った。

　認定農業者等の農業経営の効率化を目的に、農地の中間的受
け皿となる農地中間管理機構が離農者等から農地を借受けて、
認定農業者等へ貸付けを行う。

活動指標名
農地中間管理機構における借受お
よび貸付に係る審査会開催数（累
計）

R4年度
進捗状況

実績値

R2年度

実施方法 当初予算額

各省計上 補助 114,138 108,097 各省計上 補助 132,044

主な財源 実施方法
R3年度 R4年度 R5年度

決算額 決算見込額 主な財源

２　取組の状況（Do）

予算事業名 農地中間管理機構事業 予算事業名 農地中間管理機構事業



様式１（主な取組）

 (２)これまでの改善案の反映状況

４　取組の改善案（Action）３　取組の検証（Check）

類型 内容 類型 内容

③ 他地域等との比較
(内部要因)

　市町村毎で取り組み状況に差があり、当事業を十分に活用
できていない地域がある。

② 連携の強化・改善

　これまで意見交換会をしていない市町村も対象としてキャ
ラバンを行い、事業の推進を図る。

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

　審査会の開催計画10回に対して、開催実績12回であった。

令和4年度の取組改善案 反映状況

・農地集積・集約化および担い手の育成を図るため、市町村および農業委員会その他
の関係機関等と連携を強化するとともに、地域での説明会、関係機関の広報誌および
新聞・ＴＶ・ラジオを通して引続き事業の周知を図る。

・国（農水省、沖縄総合事務局）、県およ７び機構の三者により、休耕地の取組方策につ
いて、農地の保全管理による遊休化の防止を図ることができた。



・市町村における推進チーム設置要綱の制定を依頼し、県農政経済課によるフォローアッ
プ体制を整備した。また、新聞広告や広報誌およびTV等各種メディアを活用して事業のPR
を実施した。


